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未来の担い手と創造する持続可能なコミュニティ  

―地域に開かれた仕事づくりを通じてー 
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Ⅰ．プログラム趣旨 

 

 

 

現在日本は、少子化を背景に急激な高齢化・人口減少社会を迎え、各地域ではコミ

ュニティの持続可能性がさまざまなかたちで問われています。もう少し俯瞰し地球

全体を見れば、拡大成長を前提とした経済社会システムによる環境負荷の増大とそ

の影響が顕在化し、ライフスタイルや働き方を含め、人間の幸せを測る物差しその

ものが見直されてきています。 

 

個々の地域においては、地域資源をいかした循環型経済のしくみづくりや、参加を

促すしくみ、新たな地域経営モデルの具現化がより一層、必要とされてきています。

その担い手に着目すれば、地域で暮らしていこうとする若い世代の挑戦を後押しし、

多様な主体の総働を促すことが、地域の未来につながっていくと思われます。 

 

このような問題意識のもと、トヨタ財団国内助成プログラムでは、昨年に引き続き

若い世代とともに地域に開かれた仕事づくり（※）に取り組む事業やそうした仕事

の担い手となる人材を育てる事業に助成をします。仕事が地域で育つことにより、

それぞれの地域に適した持続可能で人々が幸せを実感できるコミュニティが築かれ

ることを期待しています。 

 

※ 本プログラムで考える「地域に開かれた仕事」とは、地域課題の解決につながり、

自分も地域も、今も未来も幸せにする仕事です。具体的には、 

① 地域内外の多様な人々の参加のしくみや交流機会が組み込まれた仕事 

② 地域資源を活用し、新たな事業モデルの実現につながる仕事 

③ 市場サービスでは提供しがたい価値を地域に与える仕事、などを指します。 
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＜プロジェクトイメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 運営の中心となる組織の法人格の有無・種類は問いませんが、助成期間終了時には、事

業を継続していくための組織体制が整備されていることが期待されます。 

※2 チームビルディング、マネジメント、評価、広報、ファンドレイジングなどの事業運営

基盤を整えるために必要な研修や専門家のコンサルテーション費用をプロジェクト予算

に計上可能です。その場合は謝金の費目に計上してください。 

【プロジェクト内容（例）】 

・地域の実情の把握 

・知識・技術・技能の獲得※2 

・多様な主体のつながりの構築 

・パイロット事業の実施 など 

 【プロジェクトの成果・目標】 

地域に開かれた仕事の創出 

仕事の担い手となる人材の育成 

 

 

 

【助成プロジェクト実施主体（運営の中心）】※1 

・地域で活動する様々な主体 

・地域の未来の担い手を目指す若者（地域内外） 

 

地域外資源 

（人/モノ/情報/資金） 

 

地域内資源 

（人/モノ/情報/資金） 

 

【目指す地域社会の中長期的な展望】 

持続可能で人々が幸せを実感できる地域コミュニティ 
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Ⅱ．助成の概要 

受付期間 2015年 9月 1日（火）～9月 30日（水）15：00 

助成期間 2016年 4月 1日から 2018年 3月 31日まで（2年間） 

対象地域 日本国内（生活圏である市区町村自治体以下の範囲を主たる活動地として

実施されるプロジェクトを対象とするが、市町村境や県境、他地域との連

携による取り組みも対象となります。 

助成総額（予定） 合計 1億円（一般助成／検証・提言助成）※1 

助成額 実施内容と申請額に基づき、選考委員会で決定された金額 

（2014年度 助成額実績：2年間で平均 429万円／件） 

（2014年度 助成件数実績：一般 20件、検証・提言 6件） 

助成の対象となる

プロジェクト 

・地域の担い手となることを目指す若者が地域住民とともに地域課題の解

決につながる新たな仕事づくりに向けて実施するプロジェクト 

・地域で活動するＮＰＯなどの組織が、地域課題の解決につながる仕事の

未来の担い手を育成するプロジェクト（なりわい塾・研修プログラム） 

応募の要件 

 

・申請内容が、本助成プログラムの趣旨に合致すること 

・プロジェクトチームによる 2年間の事業であること ※2 

・住民、NPO、行政、企業、教育機関など多セクターの参加があること 

・地域の多世代の参加があること（40代迄の若者の参加は必須） 

・事業に対する他地域の人や組織による協力があること 

選考基準 上記、応募の要件を満たした上で下記の選考基準に従って審査を行います。 

【事業の必要性】事業が地域や社会の課題解決にとって有効か。また新た

な課題の発見や啓発につながるか。 

【実現可能性】地域の現状把握が充分か。目標と計画が具体的か。チーム

の体制・役割分担、ネットワーク、予算などのリソースが適切か。 

【継続性】プロジェクト終了後に事業を継続して運営するための組織体制

や計画が具体的に想定されており継続性が期待できるか。 

【波及効果】プロジェクトの成果が長期目標（めざす地域の姿）の実現へ

寄与することが期待できるか。他地域などへの波及効果が期待できるか。 

助成の決定 外部有識者によって構成される選考委員会による書類審査を経て、 

2016年 3月に開催予定の理事会にて決定。 

※1 「検証・提言助成」は、過去の助成対象プロジェクトに限定した助成プログラムです。 

   詳細については、国内助成プログラムまでお問い合わせください。 

※2 単一組織の定常的事業に対してではなく、トヨタ財団の助成事業に取り組むために組織

された、プロジェクトチームによる「プロジェクト形式」の事業に助成します。2 年間

の助成期間内にプロジェクト開始当初に設定した目標を達成することを求めます。 
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Ⅲ．応募の手続きおよび選考について 

 

 

 

 

＜応募の手続きの流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応募者専用ページにログインし、 

基本情報シート（Excel）と企画書(Word)をダウンロード 

 

基本情報ならびに企画書の各項目に記入 

応募者専用ページから 

基本情報ならびに企画書を送信（アップロード） 

受付期間：9月 1日（火）9：00 ～ 30日（水）15：00 

郵送・メール等によるご応募は受け付けません。 

 

応募完了！ 

ご登録の連絡責任者の Eメールアドレスに、応募完了の旨

をお知らせします。 

ウェブサイト（Web応募ページ）にて 

応募エントリー 

 7月 6日（月）～ 
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Ⅳ.選考について 

 

◆ 選考方法 

助成の可否は、外部有識者により構成される当財団「国内助成プログラム選考委員会」（選考

委員長：萩原なつ子・日本 NPO センター副代表理事以下、研究者・NPO 関係者など計 5 名）

にて書類選考を行った上で、2016年 3月に開催される当財団理事会で決定されます。選考の

過程では、必要に応じ、企画書の内容に関するヒアリング調査などへの協力をお願いするこ

とがあります。 

 

◆ 助成金額 

助成の対象となるプロジェクトの選考では、応募金額、実施内容および支出計画の妥当性に

ついても審査が行われます。助成の対象となった場合にも、実際の助成金額は、応募金額よ

り減額されることがあります。 

 

◆ 自己資金、他機関からの補助金・助成金等について 

自己資金負担率について特に指定はありませんが、助成期間終了後にどのように事業を継続

するかについては、選考基準の一つとなります。また、他機関からの補助金・助成金につい

ても特に制限はございませんが、各財源を事業のどの部分に充当するかについては、わかる

ようにしてください。尚、自己資金、他機関からの補助金・助成金等については、企画書項

目 14.に記載してください。 

 

◆ 選考結果 

選考結果については、2016年 3月末までに、連絡責任者宛にメールでお知らせする予定です。

メールが届かない場合、お手数ですが、当財団までお問い合わせください。 

応募完了後、選考結果のお知らせまでに、ご登録の連絡責任者のメールアドレス、または電

話番号に変更がありましたら、速やかに当財団までお知らせください。 

 

◆ 助成金贈呈式 

助成が決定したプロジェクトについては、2016年 4月ごろに東京において助成金贈呈式を行

う予定です。 
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注意事項 

 

◆ 助成金の支払い 

助成金は、4回に分割して支払います。第 1回目は 2016年 4月上旬に銀行振込にて支払う予

定です。第 2 回目以降、助成金の支払いより先に所定の報告書類をご提出いただきます。報

告書類が提出されない場合、またはその内容について当財団が確認を要すると判断する場合、

支払いを一時的に見合わせることがあります。 

 

◆ 報告書類の提出 

助成システムを利用し、所定の期日までに「経過報告書」、「実施報告書」、「会計報告」を提

出してください。会計報告は、領収書（原本）を別途郵送にてご提出いただきます。「経過報

告書」、「実施報告書」では、事業の成果目標の達成度合いの自己評価についてご報告いただ

きます。自己評価に係る経費（人件費、旅費、会議費など）を予算に含めることは可能です。 

 

◆ ヒアリング 

当財団のプログラム・オフィサーが、必要に応じ、プロジェクト実施地域を訪問し、プロジ

ェクトの進捗状況や結果について、ヒアリングを行います。 

 

◆ 過去の助成プロジェクト 

2014年度の助成対象プロジェクト一覧、選考委員長選後評は、トヨタ財団ウェブサイトより

ご覧いただけます。 

 

◆ その他 

・ 企画書の作成に当たっては、写真や図表などの挿入も可能です（送信できるファイルサイ

ズの上限は 500KBですので、ご注意ください）。 

・ 応募に当たっては、基本情報ならびに企画書のみを送信してください。関連資料等の添

付は不要です。 

・ 応募締切日・締切時間直前には回線が大変混雑し、基本情報ならびに企画書を送信でき

ない恐れがあります。時間に余裕を持って送信してください。 

・  送信された基本情報ならびに企画書のデータの差し替えは受け付けられません。 

・  送信されたデータは、選考結果のお知らせまで、確実に保存してください。 
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お問い合わせ先 

〒163-0437 

東京都新宿区西新宿 2丁目 1番 1号新宿三井ビル 37階 私書箱 236号 

公益財団法人トヨタ財団 国内助成プログラム担当：喜田、加藤、大澤、石井 

TEL  03-3344-1701    FAX  03-3342-6911  

Email gp4ca@toyotafound.or.jp 

URL  http://www.toyotafound.or.jp/ 

 


